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①会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日における当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況（2026年３月31日現在）

名称(発行決議日) 行使期間 保有者 保有者数 新株予約権
の数

目的となる
株式の種類と数 払込金額 行使時の

払込金額
第１回新株予約権
(2016年６月23日)

2016年７月９日〜
2046年７月８日 取締役 １名 46個 当社普通株式

4,600株
1株当たり
479円

1株当たり
１円

第２回新株予約権
(2017年６月27日)

2017年７月19日〜
2047年７月18日 取締役 1名 29個 当社普通株式

2,900株
1株当たり
1,127円

1株当たり
１円

第３回新株予約権
(2018年７月13日)

2018年８月９日〜
2048年８月８日 取締役 1名 12個 当社普通株式

1,200株
1株当たり
1,808円

1株当たり
１円

第４回新株予約権
(2019年６月26日)

2019年７月18日〜
2049年７月17日 取締役 1名 19個 当社普通株式

1,900株
1株当たり
1,674円

1株当たり
１円

第５回新株予約権
(2020年６月25日)

2020年７月11日〜
2050年７月10日 取締役 1名 22個 当社普通株式

2,200株
1株当たり
1,144円

1株当たり
１円

第６回新株予約権
(2021年６月28日)

2021年７月14日〜
2051年７月13日 取締役 2名 61個 当社普通株式

6,100株
1株当たり
1,325円

1株当たり
１円

第７回新株予約権
(2022年６月28日)

2022年７月14日〜
2052年７月13日 取締役 2名 62個 当社普通株式

6,200株
1株当たり
1,208円

1株当たり
１円

新株予約権の行使条件
1. 新株予約権者は、行使期間内において、当社の取締役、執行役員及び従業員のいずれの地位をも喪

失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限
り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとする。

2. 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、新株予約権を一括してのみ行使することができ
る。

3. その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ
ろによる。

（注）社外取締役には新株予約権を付与しておりません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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②事業報告の「会社の体制および方針」
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を多年度にわたる継続的な取り組
みの基本と捉え、毎事業年度に見直しを行っております。2026年４月１日開催の取締役会
において基本方針の見直しを行っており、その内容は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役及び使用人の法令及び定款並びに社内規程、企業倫理の遵守については、企業倫

理ガイドライン及び倫理・コンプライアンス管理規程に基づき、職制別教育研修会カリキ
ュラムに取り入れるなど、あらゆる機会を捉えて教育を実施し、違反の未然防止を図りま
す。そして、当社の内部監査室は担当部署と連携して、倫理・コンプライアンス管理規程
の運用状況を監査し、定期的に当社の取締役会、監査役会、経営会議に報告いたします。
また、常に法令遵守についての問題点の把握を行い、重要な意思決定については、企業

倫理委員会を通して事前にその法令及び定款への適合性を調査検討する体制を確保いたし
ております。
社内通報制度を設けており、取締役及び使用人の法令違反行為があった場合、管理本部

の男女各２名、常勤監査役および外部の顧問弁護士による窓口を設置し通報・相談できる
システムを構築いたしております。なお、会社は、通報内容の守秘義務を持ち、通報者に
対して不利益な扱いを行いません。
当社グループは、反社会的勢力・団体との関係を遮断することを基本方針といたしま

す。対応統括部署を管理部に設置し、反社会的勢力による被害を防止するための情報収集
及び管理体制を構築し、経営に係る重大な問題と認識した場合には、迅速に経営層に報告
します。そして、直ちに関係部署と協議対応するとともに、警察等の関係機関と連携し組
織的に対応いたします。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報（株主総会議事録・取締役会議事録・計算書類・稟議

書・その他取締役が決裁する書類）については、当社文書管理規程、秘密情報管理規程、
稟議規程、情報処理機器の管理運営規程、個人情報取扱規程、図面管理細則等により、そ
の保存媒体に応じて安全かつ検索性の高い状態で保存・管理（廃棄を含む）します。ま
た、レオングループ全体の情報セキュリティ対策を推進するため、「情報システム管理運
用規程」に基づき、情報セキュリティに関する責任体制を明確化し、担当部署による情報
セキュリティの維持・向上のための施策を継続的に実施します。なお、必要に応じて各規
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程の見直しを行うとともに、内部監査室は運用状況を検証します。
③ 会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程及び経営危機管理規程を定め、個々のリ
スクについての管理責任者を決定し、同規程でのリスク管理体制を構築しています。役員
を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理の実施状況の確認を行うとと
もに、定期的にリスクの見直しを行い取締役会へ報告することとします。内部監査室は実
施状況について監査を行い、代表取締役社長に報告することで実効性を確保します。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行については、執行役員制度を導入しており、会社経営の責任と業務

執行の責任を区別して、それぞれ意思決定の迅速化を図っております。また、取締役会規
程および組織規程の職務分掌に基づき、それぞれの責任者及び権限図表での責任、組織規
程運用細則による執行手続等を定めており、効率的に職務を執行しております。
取締役会開催は毎月、常務会を随時開催し、関連する職務の調整及び共通認識のもとに

職務の効率を確保いたします。
決定された業務の執行状況は、担当する取締役が取締役会において３ヶ月に１回以上報

告し、取締役会が取締役の業務執行を監督します。監査役は、これらを監査し、社外取締
役も客観的立場から監督いたします。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制および子会社の

損失の危機管理に関する規程その他の体制
当社は、関係会社管理規程に基づき重要事項に関する事前承認及び報告を義務づけて

おります。
また、当社は、グループ全体のリスク管理について定めるリスク管理規程を策定し、

リスク管理担当者を決め、リスク対策シートに基づいてリスクの予防を実施しておりま
す。また、当社グループのリスク管理を担当する機関としてリスク管理委員会を設置
し、グループ全体のリスクマネジメント推進に係る課題・対応策を審議しております。

ロ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社に毎月経営状況(生産、販売、在庫およ

び資金回収状況等)を報告させるとともに、内部監査室に半年毎に内部統制システムの
整備・運用についての報告をさせております。また、年２回のグループ経営会議を実施
するほか、必要に応じてグループの管理部の情報交換会を実施するなど、適切な管理体
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制をもって、業務効率の適正を確保します。
また、子会社に対しては、内部監査室で子会社の業務が効率的かつ適正に行われてい

るかを監査するとともに、定期的に担当役員が出向き、業務効率の適正を確保いたしま
す。

ハ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
当社は、倫理・コンプライアンス管理規程及び企業倫理ガイドラインに基づき、グル

ープのすべての役職員に行動規範を周知徹底しております。また、グループ全体のコン
プライアンスの遵守を確実に実践することを推進するため、企業倫理委員会を設置し、
コンプライアンスに係る重要事項等を審議します。
当社の内部監査室は、内部監査規程および関係会社管理規程に基づき、子会社に対し

て定期的に年１〜２回の内部監査を実施しています。
⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
現在、監査役の職務を補助する従業員はおりませんが、必要に応じて、監査役の業務補

助のための監査役スタッフを置くこととし、その人事については、取締役と監査役が意見
交換を行い実施いたします。
そして、監査役スタッフの取締役からの独立性を確保するため、監査役の指示命令の下

で業務を遂行いたします。監査役のスタッフの人事、評価を行うに際しては、監査役と協
議します。
また、監査役の指示に対しては、十分にその意味を理解し協力します。

⑦ 次に挙げる体制その他の監査役への報告に関する体制
イ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

監査役は、取締役会のほか、経営会議、常務会、役員連絡会、その他重要な会議に出
席し、報告を受ける体制であります。また、業務または業績に重大な影響を与える情報
は、担当取締役または、責任者より代表取締役社長に報告されると同時に、監査役へ報
告いたします。

ロ．当該会社の子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員等の職務を行うべき者その他
これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告
をするための体制
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当社グループの役職員は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求め
られたときは、速やかに適切な報告を行います。また、内部通報窓口に常勤監査役が加
わっており当社グループにおける内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を
直接報告できる体制を取っております。

⑧ ⑦の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保す
るための体制
内部通報制度規程に関すること以外で監査役に報告した者についても、不利益な扱いを

行いません。
⑨ 会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は償還の処理に係る方針に関する事項
監査役が、その職務の執行について当社に対し会社法に基づく費用の前払い等の請求を

した場合は、速やかに手続をします。
⑩ その他会社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役社長と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的に会合を行い、内部監
査規程により、内部監査室長は監査役との密接な連携を保ち、監査役の監査の実効性を確
保いたします。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度の業務の適正を確保するための体制の運用状況の主な概要は以下のとおりで

す。
① 取締役会（社外取締役２名を含む）を13回開催し、重要事項につき審議・決定したほか、

主要部門を担当する取締役等から業務執行につき報告を受けました。また、常務会を月１
〜２回、執行役員を含めた朝の報告会を毎週開催して、関連する職務の調整及び取締役間
の意思疎通を図り相互に業務執行を監督しました。

② 役員及び使用人に法令及び定款遵守の必要性についての教育を、部署長会議で５回、当社
グループ経営会議で２回実施し、周知徹底を図るとともに、顧問弁護士や常勤監査役を含
む社内通報窓口の設置について社内案内と不利益な取り扱い禁止についても明示し、意識
付けを図っております。

③ リスク管理体制としてリスク管理委員会を適宜開催し、当社グループの取り組むべき重点
リスク項目の策定と、重点リスク項目に対する啓蒙活動の実施、必要となる社内規定の整
備などを行いました。また、定期的にリスク管理意識の浸透状況の分析と潜在するリスク
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の抽出を目的としたアンケート等による社内調査を実施し、調査結果の分析から課題や対
応策についての検討を行い、取締役会へ報告しております。

④ 財務報告の信頼性確保のため、内部監査室が内部監査規程及び関係会社管理規程に基づき
当社グループ全体について内部統制評価を実施し、報告しました。

⑤ 監査役会を15回開催し、監査の方針や監査計画を協議決定するとともに、取締役の職務
執行、法令・定款等の遵守状況について監査しました。また、常務会、役員連絡会、その
他重要な会議に出席し、業務執行状況の報告説明を受け、その確認を行いました。

⑥ 代表取締役社長と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的に会合を行い、また、内
部監査室長と監査役は密接な連携を保ち、監査を実行しました。

⑦ 取締役の人事および報酬等に係る手続きの公正かつ透明性を確保するため、任意の諮問機
関として設置した指名・報酬委員会（独立社外取締役２名と代表取締役１名で構成）にお
いて審議し、取締役会へ答申しました。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
特に定めておりません。
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③会計監査人に関する事項
（1）名 称 かなで監査法人

（2）報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 43,000千円

当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計 43,000千円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 当社の在外連結子会社であるレオンヨーロッパ、オレンジベーカリーにつきましては、当社の会計
監査人以外の監査を受けております。

3. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年
度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職
務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報
酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

（4）補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づ
き、当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、
会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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④連結計算書類の連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 7,351,750 7,180,279 23,144,905 △720,590 36,956,343
当期変動額
剰余金の配当 △1,346,167 △1,346,167
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,898,346 3,898,346

自己株式の取得 △216 △216
自己株式の処分 62,436 40,861 103,297
新株予約権の行使 9,137 5,304 14,441
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − 71,573 2,552,179 45,949 2,669,702
当期末残高 7,351,750 7,251,852 25,697,084 △674,641 39,626,046
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（単位：千円）
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 1,041,437 △1,703,069 2,073,678 298,832 1,710,878 47,911 38,715,134
当期変動額
剰余金の配当 △1,346,167
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,898,346

自己株式の取得 △216
自己株式の処分 103,297
新株予約権の行使 △14,430 10
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 290,690 − 1,167,144 234,124 1,691,959 − 1,691,959

当期変動額合計 290,690 − 1,167,144 234,124 1,691,959 △14,430 4,347,231
当期末残高 1,332,127 △1,703,069 3,240,823 532,957 3,402,838 33,481 43,062,365

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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⑤連結計算書類の連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称
RHEON AUTOMATIC MACHINERY GmbH、RHEON U.S.A.、
ORANGE BAKERY,INC.、㈲ホシノ天然酵母パン種、
㈱レオンアルミ

２．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
ａ その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法を採用しております。

② 棚卸資産
ａ 商品、製品、仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
ｂ 原材料

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しておりま
す。

ｃ 貯蔵品
最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

2026年05月23日 11時53分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



11

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は、主として定率法を採用し、在外連結子会社は、主として
定額法を採用しております。
ただし、当社および国内連結子会社は1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７〜65年
機械装置及び運搬具 ３〜17年
工具、器具及び備品 ２〜15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
当社および連結子会社は定額法を採用しております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

当社および国内連結子会社は、売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。
在外連結子会社については、個別債権の実情に即応した引当額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。
③ 役員賞与引当金

当社は、役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給
見込額に基づき、当連結会計年度に見合う分を計上しております。
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（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以
下のとおりであります。

① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容
ａ 食品加工機械製造販売事業

食品加工機械の販売は、顧客との間に締結した販売契約に基づき、財・サービスを顧
客に提供する義務があります。

ｂ 食品製造販売事業
食品の販売は、顧客との間に締結した販売契約に基づき、財・サービスを顧客に提供

する義務があります。
② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
ａ 食品加工機械製造販売事業

国内は、顧客指定工場に機械搬入据付終了後に収益を認識する搬入据付基準を採用し
ております。
国外は、契約条件に応じて、顧客への製品の支配の移転が行われる時点となる製品の

出荷時、船積時等に収益を認識しております。
ｂ 食品製造販売事業

国内は、製品出荷時に収益を認識する出荷基準を採用しております。
国外は、契約条件に応じて、顧客への製品の支配の移転が行われる時点となる製品の

出荷時、運送業者への引き渡し時、顧客への製品の着荷時等に収益を認識しておりま
す。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。
② 退職給付に係る会計処理の方法

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。
ａ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

ｂ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。
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数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとしております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、

純資産の部におけるその他の包括利益累計額の「退職給付に係る調整累計額」に計上し
ております。
なお、当連結会計年度末においては、年金資産が退職給付債務を超過しているため、

当該超過額を投資その他の資産の「退職給付に係る資産」に計上しております。
また、退職給付信託を設定しております。

③ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

④ 重要なヘッジ会計の方法
ａ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用してお

ります。
ｂ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建債権

ｃ ヘッジ方針
外貨建取引のうち当社に為替変動リスクが帰属する場合は、そのリスクヘッジのため

実需原則に基づき為替予約取引を行うものとしております。
ｄ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にし
て、ヘッジ有効性を評価しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 21,567,386千円
２．顧客との契約から生じた債権の残高及び契約負債の残高は、それぞれ以下のとおりです。

受取手形 285,950千円
売掛金 4,372,174千円

前受金のうち、契約負債の金額
契約負債 3,619,797千円

３．土地の再評価
当社は、「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に、これを減算した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上して
おります。
・再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３
号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法によって算出しておりま
す。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△671,708千円

（連結損益計算書に関する注記）
顧客との契約から生じる収益
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお

りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結計算書類「連結計算書類の連結注記
表」「（収益認識に関する注記） １．収益の分解情報」に記載しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式
普通株式 28,392,000 − − 28,392,000

自己株式
普通株式 1,480,657 2,240 94,882 1,388,015

（変動事由の概要）
単元未満株式の買取による増加 150株
譲渡制限付株式の無償取得による増加 2,090株
ストックオプションの行使による減少 10,900株
譲渡制限付株式報酬制度のための自己株式の処分による減少 83,982株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会 普通株式 618,960 23.00 2025年３月31日 2025年６月26日

2025年11月12日
取締役会 普通株式 727,206 27.00 2025年９月30日 2025年12月11日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2026年６月24日開催の定時株主総会の議案として、配当に関する事項を次のとおり付議い

たします。

決議 株式の
種類

配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

2026年６月24日
定時株主総会 普通株式 837,123 利益剰余金 31.00 2026年

３月31日
2026年
６月25日
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４．当連結会計年度末における新株予約権に関する事項
新株予約権の内訳（発行決議日） 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

第１回新株予約権（2016年６月23日） 普通株式 4,600株

第２回新株予約権（2017年６月27日） 普通株式 2,900株

第３回新株予約権（2018年７月13日） 普通株式 1,200株

第４回新株予約権（2019年６月26日） 普通株式 3,400株

第５回新株予約権（2020年６月25日） 普通株式 4,000株

第６回新株予約権（2021年６月28日） 普通株式 6,100株

第７回新株予約権（2022年６月28日） 普通株式 6,200株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借
入により資金を調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用
し、投機的な取引は行っておりません。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、得意先与信管理規程に沿ってリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期
ごとに時価の把握を行っています。
借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を

目的とした先物為替予約取引であります。また、デリバティブ取引の利用にあたっては、格
付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（(注)
２を参照ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、支払手
形及び買掛金、短期借入金、未払法人税等、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価
額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券 2,330,187 2,330,187 −

資産計 2,330,187 2,330,187 −
長期借入金 573,483 539,370 △34,113

負債計 573,483 539,370 △34,113
デリバティブ取引（※）
①ヘッジ会計が適用されていないもの − − −
②ヘッジ会計が適用されているもの − − −

デリバティブ取引計 − − −
（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、( )で示しております。
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（注）1 市場価格のない株式等
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 56,194
これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券 2,330,187 − − 2,330,187

資産計 2,330,187 − − 2,330,187
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(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 − 539,370 − 539,370

負債計 − 539,370 − 539,370

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１. １株当たり純資産額 1,593円43銭
２. １株当たり当期純利益 144円63銭
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（収益認識に関する注記）
１．収益の分解情報

（単位：千円)

報告セグメント
合計

食品加工機械
製造販売事業 食品製造販売事業

食品成形機 7,108,944 − 7,108,944
製パンライン等 11,670,191 − 11,670,191
修理その他 6,650,059 − 6,650,059
仕入商品 419,576 − 419,576
その他 116,675 − 116,675
食品等 − 16,048,595 16,048,595

顧客との契約から生じる収益 25,965,445 16,048,595 42,014,040
外部顧客への売上高 25,965,445 16,048,595 42,014,040

２．収益を理解するための基礎となる情報
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）「２. 会計方針に関

する事項」の「（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債の残高等は、それぞれ以下のとおりであります。
契約負債（期首残高） 3,416,097千円
契約負債（期末残高） 3,619,797千円

連結貸借対照表上、契約負債は「前受金」に計上しております。契約負債は、食品加工機械
製造販売事業において、顧客指定工場に機械搬入据付終了後に収益を認識する販売契約につい
て、支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するものであります。当連結会計年度に
認識した収益のうち、当連結会計年度期首の契約負債に含まれていた金額は3,416,097千円で
あります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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⑥計算書類の株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 7,351,750 2,860,750 4,319,529 7,180,279
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
別途積立金の積立
自己株式の取得
自己株式の処分 62,436 62,436
新株予約権の行使 9,137 9,137
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − 71,573 71,573
当期末残高 7,351,750 2,860,750 4,391,102 7,251,852
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（単位：千円）
株主資本

利益剰余金
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計別途積立金 繰越利益剰余金
当期首残高 409,094 12,380,000 2,841,484 15,630,579 △720,590 29,442,017
当期変動額
剰余金の配当 △1,346,167 △1,346,167 △1,346,167
当期純利益 2,948,375 2,948,375 2,948,375
別途積立金の積立 930,000 △930,000 − −
自己株式の取得 △216 △216
自己株式の処分 40,861 103,297
新株予約権の行使 5,304 14,441
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − 930,000 672,208 1,602,208 45,949 1,719,731
当期末残高 409,094 13,310,000 3,513,693 17,232,788 △674,641 31,161,749
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（単位：千円）
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金 土地再評価差額金 評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計
当期首残高 1,041,437 △1,703,069 △661,632 47,911 28,828,296

当期変動額
剰余金の配当 △1,346,167
当期純利益 2,948,375
別途積立金の積立 −
自己株式の取得 △216

自己株式の処分 103,297

新株予約権の行使 △14,430 10
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 290,690 − 290,690 − 290,690

当期変動額合計 290,690 − 290,690 △14,430 1,995,991

当期末残高 1,332,127 △1,703,069 △370,942 33,481 30,824,288

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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⑦計算書類の個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券
① 子会社株式

移動平均法に基づく原価法を採用しております。
② その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法を採用しております。

（2）棚卸資産
① 商品、製品、仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
② 原材料

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しておりま
す。

③ 貯蔵品
最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
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２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10〜65年
機械及び装置 ６〜17年
工具、器具及び備品 ２〜15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（4）長期前払費用
期限内均等償却を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。
（3）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度に見合
う額を計上しております。
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（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理することとしております。
なお、当事業年度末においては、年金資産の見込額が退職給付債務の見込額に未認識過

去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、前払年金費用
を投資その他の資産に計上しております。
また、退職給付信託を設定しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容
・食品加工機械製造販売事業
食品加工機械の販売は、顧客との間に締結した販売契約に基づき、財・サービスを顧客

に提供する義務があります。
② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
・食品加工機械製造販売事業
国内は、顧客指定工場に機械搬入据付終了後に収益を認識する搬入据付基準を採用して

おります。
国外は、契約条件に応じて、顧客への製品の支配の移転が行われる時点となる製品の船

積時等に収益を認識しております。
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５．その他計算書類作成のための重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は連結
貸借対照表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
（3）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たし
ている場合は、振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段･･･為替予約
ヘッジ対象･･･外貨建債権

③ ヘッジ方針
外貨建取引のうち当社に為替変動リスクが帰属する場合は、そのリスクヘッジのため実

需原則に基づき為替予約取引を行うものとしております。
④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッ
ジ有効性を評価しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 9,898,667千円
２．保証債務

以下の会社の金融機関からの借入金等に対し債務保証を行っております。
RHEON AUTOMATIC MACHINERY GmbH 289,275千円
㈲ホシノ天然酵母パン種 16,380千円

３．関係会社に対する債権債務
短期金銭債権 4,875,103千円
短期金銭債務 27,163千円

４．土地の再評価
当社は、「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に、これを減算した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上して
おります。
・再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第
３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法によって算出してお
ります。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△671,708千円
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との間の取引高
営業取引による取引高
売 上 高 7,331,385千円
仕 入 高 220,777千円
販売費及び一般管理費 236千円

営業取引以外の取引による取引高 537,048千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類および株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自己株式（株） 普通株式 1,480,657 2,240 94,882 1,388,015

（変動事由の概要）
単元未満株式の買取による増加 150株
譲渡制限付株式の無償取得による増加 2,090株
ストックオプションの行使による減少 10,900株
譲渡制限付株式報酬制度のための自己株式の処分による減少 83,982株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
棚卸資産 189,433千円
賞与引当金 231,576千円
固定資産 60,831千円
試作研究費 162,490千円
投資有価証券 53,273千円
貸倒引当金 1,309千円
資産除去債務 3,296千円
未払金 3,298千円
未払社会保険料 34,042千円
未払事業税 51,088千円
関係会社出資金 335,553千円
関係会社株式 164,752千円
株式報酬費用 38,990千円
その他 13,471千円
繰延税金資産小計 1,343,407千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △970,937千円
繰延税金負債と相殺 △372,469千円
繰延税金資産合計 −千円

繰延税金負債
前払年金費用 △283,192千円
その他有価証券評価差額金 △533,274千円
繰延税金負債小計 △816,466千円
繰延税金資産と相殺 372,469千円
繰延税金負債合計 △443,996千円
繰延税金負債の純額 △443,996千円

再評価に係る繰延税金負債
土地再評価差額金 △357,262千円
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＯＡ事務機器等の一部については、所有権移転外フ

ァイナンス・リース契約により使用しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

種類 会社等
の名称

議決権等の
所有（被所有）

割合
関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 RHEON
U.S.A.

所有
直接 100％

役員の兼任
当社商品の販売

食品加工機械
の販売
（注）1

3,924,497 売掛金 915,673

子会社
RHEON
AUTOMATIC
MACHINERY
GmbH

所有
直接 100％

当社商品の販売
保証

食品加工機械
の販売
（注）1

3,392,831 売掛金 713,807

債務保証
（注）2 289,275 − −

子会社 ORANGE
BAKERY,INC.

所有
直接 100％

役員の兼任
技術援助
資金の援助

技術料売上
（注）1 14,056 売掛金 5,268

資金の貸付
（注）３ 3,197,600 短期貸付金 3,197,600

利息の受取
（注）３ 132,168

その他
(流動
資産)

12,628

子会社 ㈱レオン
アルミ

所有
直接 100％

役員の兼任
加工品の購入

部品の購入
（注）1 220,777 買掛金 18,320

代行手数料
（注）1 1,750 − −

子会社
㈲ホシノ
天然酵母
パン種

所有
直接 100％

保証
技術援助

債務保証
（注）2 16,380 − −

（注）1. 取引金額については、市場価格に基づき交渉の上、決定しております。
2. 金融機関からの借入金等に対し債務保証を行っております。
子会社から保証料の授受は行っておりません。

３.資金の貸付については、市場金利を勘案し利率を決定しています。
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（１株当たり情報に関する注記）
１. １株当たり純資産額 1,140円23銭
２. １株当たり当期純利益 109円39銭

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「計算書類の個別注記表」

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」の「４. 重要な収益及び費用の計上基準」に記
載のとおりであります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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